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多言語社会でのコミュニケーションにポリグ

ロットは必要か？ ― 情報流通の視点から 
 

中挾知延子  村田由美恵  杉田映理† 
 
グローバル化がさまざまな場面で進む中、日本でも社会生活を送る上で多言語で
のコミュニケーションが当たり前の時代が来ることを検討する必要がある。ここ
で言う多言語社会でのコミュニケーションとは、それぞれ異なった母国語を持つ
集団の中での意思伝達や情報共有を指す。ポリグロットとはマルチリンガルの学
術的用語であり二種類以上の言語能力を持っている人のことである。世界のいろ
いろな地域では多言語共生社会が日本よりもずっと進んでいる。本報告ではこの
ような現在の社会において多言語間コミュニケーションにポリグロットのスキ
ルは必要であるのか、情報の共有としてのドキュメントや教育対策を中心にフラ
ンス、マレーシア、ウガンダでのケースをあげて報告する。 

 

Do we need polyglots for communication in a 
multilingual society? - Information diffusion 

perspective 
 

Chieko Nakabasami  Yumie Murata  and  Elli Sugita†  
 
Because of globalization in a variety of phases in daily life, in Japan we would face 
multilingual communication in the near future. In this report we are going to discuss 
information sharing in a multilingual society. ‘Polyglot’ is an academic term of 
multilingual speaker, and ordinarily it means a person who speaks more than two 
languages. In many regions in the world, more multilingual societies exist compared to 
Japan. We study the necessity for polyglot skill in a coming multilingual society and 
especially focus on educational measures as well as documentation. Concerning 
multilingual society, we illustrate three cases: France, Malaysia, and Uganda. 

 
 
 

1. はじめに 

グローバル化がさまざまな場面で進む中、日本でも社会生活を送る上で多言語での

コミュニケーションが当たり前の時代が来ることを検討する必要がある。ここで言う

多言語社会でのコミュニケーションとは、それぞれ異なった母国語を持つ集団の中で

の意思伝達や情報共有を指す。そのためクレオールのような、どの母国語にも属さな

い言語があり、それを使ってのコミュニケーションもありうる。ポリグロットとはマ

ルチリンガルの学術的な表現であり二種類以上の言語能力を持っている人のことであ

る。近年欧州議会ＥＵでは人材育成においてポリグロットの養成に力を入れており、

小学校からの教育において多言語教育が導入されている。ポリグロットのスキルが、

多言語間での情報共有を促進するための強力な手段と考えているからである。しかし

一方で、ポリグロットは知的な情報共有のために負に働くのではないかという議論も

ある。そして、ＥＵの中でも地域語を多く持つフランスでの多言語主義も興味深い。

また、アジアの１つの国マレーシアにおいて、多民族国家では情報共有のためのドキ

ュメントを多言語にするのが普通であるが、英語を併記して使うことが多い。その反

面、テレビ番組などはそれぞれの民族の言語で時間を分割して放映している。さらに

世界の地域において言語密度が極めて高いアフリカでは、文化の伝承に根ざした多く

の地域語の混在と、地域住民の多言語社会の現状も多くの示唆を与えてくれる。この

ように世界のいろいろな地域で多言語共生社会が日本よりもずっと進んでいる。本報

告ではこのような現在の社会において多言語間コミュニケーションにポリグロットの

スキルは必要であるのか、情報の共有としてのドキュメントや教育対策を中心にフラ

ンス、マレーシア、ウガンダでのケースをあげて報告する。 

2. フランスにおける地域言語と多言語主義 

2.1 フランスの地域言語パトワ patois 
フランスは多くの地域で独特の地域語を持ち、実際地域住民によってその言葉でテ

レビのニュースも流れている。主なものをあげてみると、フランス西部ブルターニュ

地方のブルトン語、北部と東部のフラマン語、フランデレン語、アルザス語、南部の 
オクシタン語、コルシカ語、カタルーニャ語、バスク語などがある。フランス語の patois
は“方言”と訳されるが、ここでは日本における大阪弁のような違いではなくフラン

ス語とかなり異なるものであり、フランス語ネイティブでも別の地域であればまった

くわからないと言ってもよい。本節ではフランス東部ドイツ国境のアルザス地方で話

されるアルザス語を中心にパトワが歩んできた道のりを概観する。 
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アルザス語は言語人口が 100万人にのぼる[1]。この数字は地域人口の 60%にあたり、
アルザス語はフランス語ではなくドイツ語の方言といえる。現在に至って熟年世代は

アルザス語を理解し会話もするが、若い世代は聞くと何となく理解できる程度らしい。 
第 2次世界大戦後アルザス地方が隣のロレーヌ地方と一緒にフランス領土になるま

でドイツとフランス二国間で何度もこの地方は領有権が変わってきた。この歴史はア

ルザス地方の文化にも大きな影響を与えており、アルザス地方の中心都市ストラスブ

ールの大学には神学部の中にカトリックとプロテスタント両方の学科がある。これは

フランスの他地域の大学には見られないことである。アルザス語はテレビ放送でも使

われており、フランス国営放送の１つフランス３テレビ局の地域版ではアルザス語で

放映される。この場合字幕がフランス語で付く。さらに料理番組などもアルザス語で

流れており、ターゲット層が年配の婦人向けという考えからアルザス語になっている

と考えられる。しかし、時代が変わっていけば現在の若者はアルザス語を使わないの

で地域言語での配信も変容してくるであろう。 
一方でこのような地域言語の衰退を憂う動きもある。レンヌ大学教授ヴァルテール

氏は大衆雑誌サマンテレッス(Ça m’intéresse)に “外国語の前に自分の地域の言語を学
ぶべきだ”というエッセイを寄せている[2]。そこではパトワ patois とディアレクト
dialecte、いわゆる日本で一般にいう方言とのちがいは単なる話者の地域規模によるだ
けで本質的な違いはないとして、1999 年時点では 75 種類もの地域言語が存在してい
ると紹介している。フランスでは昔からより多くの言語を使いこなすことは社会での

地位をあげていくことを意味し、ルイ 16世時代には領主は自分が治める地域住民の言
葉を理解できないならば土地を召し上げられることもあったという。1789年のフラン
ス革命時点では共通語のフランス語を会話で運用する国民は 20%しかいなかった。し
かしその後地域言語での学校教育が禁止されたりしてパトワは辛い立場に置かれる。

このような地域言語へかかる圧力に対抗して、地域文化の１つの重要な要素であるパ

トワを擁護する報告もされている。たとえばコルシカ島で話されるコルシカ語は“て

んとう虫”の呼び方が 25種類あるという。文化を知り継承していく上でパトワに愛着
を感じる住民は多い。さらにスペインとの国境近いバスク地方での 8~9歳児への調査
によると、バスク語とフランス語両方で教育を受けている児童は、フランス語だけで

教育を受けている児童よりも優秀な成績をとっていることが示されている。 
2.2 フランスでの多言語主義 
次に外国語とフランス語という観点から、フランス語での多言語教育について述べ

る。まず、フランスを含んだヨーロッパ連合（以下、EU）での多言語主義について概
観する。EUでは 1995年以降 EU内での多言語政策を推進してきた。とりわけ以下の
4つが唱えられている[3]。 

 言語（ここでは EU加盟国の言語）の習得は小学校から開始されるべきである。 
 物理的に学校まで移動できない場合には IT を使いバーチャルな教育環境を整え

る。 
 言語習得はあらゆるレベルの職業訓練に不可欠の要素である。 
 母国語以外の EU内での言語を少なくとも 2言語学べることが必要である。 
しかし母国語を加えると 3言語を小学校から学べる環境を整えるのは困難であろう。
1992年時点での調査では中等教育で学ばれている平均習得言語は 1.2にとどまってい
る。ここで多言語習得の目的として一番にあがるのは、職業訓練の 1つとして言及さ
れているように、コミュニケーション能力の向上である。前節で例にあげたアルザス

地方ではある調査によると、定期刊行物の 15%がドイツ語とフランス語とのバイリン
ガルで発行されている。アルザス地方がドイツとだけでなく、スイス国境にも近いと

いう地理的特徴から多言語でのコミュニケーションに関して抵抗が少ないことが言え

る。アルザス地方の小学校ではフランス語とドイツ語のバイリンガル教育が 1学年の
うち一部のクラスで行われている。1 週間のうち水曜日は休みなので週 2 日フランス
語、残りの 2日ドイツ語での授業という具合である。実際に小学校長にインタビュー
したところ、現状はもっと複雑で、アラブ語を自宅で話す移民の児童の両親からはド

イツ語ではなくアラブ語とフランス語でのバイリンガル教育を要請してくるという。 
EU では多言語主義を掲げているが、批判的な立場をとる有識者も多い。ルモンド

では“英語の独裁を逃れるためのポリグロット世界”と題した社説もある[4]。経済的
にも英米は倹約という点から優位に立つ。他の国は自国語と英語との翻訳費用、さら

に英語の学習費用に多大な支出をしているという。さらに現在におけるインターネッ

トをはじめとする英語支配の世界は共通語の便利さを提供する裏側に英米のヘゲモニ

ーをもたらすことになるという[5]。言語は文化を伝えると同様にその国の外交をはじ
めあらゆる局面に影響する。フランスではフランス語圏（フランコフォニー）で地球

上における１つの言語及び文化世界を成しており、アフリカでフランス旧植民地支配

があったモロッコ、アルジェリア、チュニジアのマグレブ、セネガル、ベナン、マリ、

コートジボワールなどのフランコフォニーからのフランス高等教育機関への留学生は、

アフリカでの英語公用語圏の学生に比べて圧倒的に多い。 
2.3 地域言語と外国語 
前の 2 節で書いたように、フランスは一方で EU メンバーとしての外国語の習得、

他方で地域言語の擁護という二重構造を呈している。さらに EU 以外からの移民の言
語もまざりあってまさに多言語のるつぼである。地域言語を温存して地域の伝統文化

を守りつつ各人のキャリアアップのためのポリグロット教育の花が開くことが理想で

あろう。しかし現状を見る限りでは多言語によるメリットは目に見えてわからない。 
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図 1 アルザス地方で旅行者に無料配布されるアルザス語フランス語会話集 

3. マレーシアにおける多民族間でのドキュメント 

マレーシアは他民族国家で、外務省によると人口の民族別構成はマレー系 66％、中
国系約 26％、インド系約 8％、その他 1％となっている[6]。国語はマレー系の母語で
あるマレー語であるが、英語も広く使われるほか、それぞれの民族が自分の母語で話

している。新聞はマレー語、英語、中国語、タミール語の新聞が販売され、テレビ放

送も、時間帯によって各言語の放送を行っている。 
住民同士が会話する際、時と場合によって国語のマレー語を使うか、英語またはそ

の他の言語を使うか選択している。マレー系同士が出会って話す場合はマレー語が使

われることが多いが、同じマレー系同士でも、ビジネスの場面などでそれが適当と思

われる際には英語が用いられる。違う民族の者同士が話す際、話す相手によって適当

と思われる言語が選択される。中国系の中でも母語が広東語、福建語、客家語などに

分かれており、中国系住民が全て共通語である中国語を上手く話せるわけではない。

中国系住民の言語使用を例にとると、役所のマレー系担当者に問い合わせる際はマレ

ー語を使うことが多い。中国系同士が初めて会う際、自分が英語が話せて、しかも相

手もそうだろうと予想される場合、はじめに英語を使う。しばらく話してみて母語が

同じ、例えば広東語と分かると、広東語に切り替えることもある。中国系の食堂に行

けばたいていの中国語方言に対応してくれるため、共通語が苦手でも問題にならない。

水などを運ぶインドネシア系店員、主に出稼ぎ労働者にはマレー語で注文する。一方、

ビジネスの場面で英語が適当と思われるシーンには、中国系同士でも英語が用いられ

る。このように中国系住民は相手によっていくつもの言語を使い分けているが、皆が

中国語を読めるわけではない。国語のマレー語教育は必須で、英語にも力を入れてい

るため学校教育を受けたものはマレー語も英語も使えるが、中国語教育はオプション

であり、自ら選択し機会が与えられなければ中国語の読み書きは定着しないし、共通

語会話も上手くはならない。中国系住民が中国語教育を選択しない場合、マレー語や

英語の読み書きは問題なくとも、中国語については自分の母語と、必要最小限の共通

語が話せるぐらいである。年配の層は、中国語の読み書きができることが多い。 
道路標識はマレー語、街の看板はマレー語と英語で、その他の言語の場合はマレー

語と英語を併記する。役所の書類は基本的にマレー語だが、生活の場面では様々であ

る。電話局からの請求書はマレー語のみの時もあるが、英語の併記がある場合もある。

銀行の振込用紙は英語マレー語の併記、時によって中国語もついている。セブンイレ

ブンの袋には、マレー語、英語、中国語で“24時間営業”と記してある。 
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図 2 英語、マレー語、中国語の表記があるセブンイレブンの袋 
 

4. ウガンダにおける多言語環境 

世界の言語の三分の一がアフリカに存在するという説があるほど、とにかくアフリ

カは言語の密集地帯といえる。アフリカ大陸が広い（日本の面積の約 80 倍）ことは事

実だが、例えば、日本の本州とほぼ同じ面積であるウガンダ（国土面積 24.1 万 k ㎡）

一国を見ても、およそ 43 の民族語が使用されているといわれる[7]。しかし、他のア
フリカ諸国同様、旧宗主国の言語が支配的な地位を占めており、言語政策の上でも英

語と民族語とをめぐる問題は課題が多い[8]。本章では、アフリカ東部のウガンダを事
例として取り上げ、言語の利用状況の一端を見てみたい。 

ウガンダの公用語は、1962 年のイギリス独立以来英語である。それに加え、東部ア

フリカのリンガフランカであるスワヒリ語が、2005 年に“再び”第 2 番目の公用語に

指定された。最初にスワヒリ語が公用語とされたのは、非白人化成策をとったイディ・

アミンが大統領の時代であったが、その後の 1995 年憲法改正時にスワヒリ語は公用語

の地位を失うことになる。軍隊で使用されていた言語だったこともあり、多くの内戦

を経てきたウガンダの一般市民にとっては、スワヒリ語に対する心理的抵抗感がかつ

ては強かったようだ。しかし近年、東アフリカ共同体の強化の面からもスワヒリ語の

重要性に対する認識が高まり、2005 年の国会でスワヒリ語を第 2 の公用語とすること

が可決されたという訳である。 

 教育現場での言語事情もかなり複雑である。1992 年の教育白書では次のように定め

られた[9] 
 初等教育の教授言語は、都市部の学校は英語で、地方の学校では 1年から 4年生
までは地元の民族語で行い 5年生以降は英語で行う。 

 初等教育では英語とスワヒリ語を必修科目とするが、スワヒリ語を徐々に強化し

ていく。加えて、5つの地域語のいずれかを科目として学習する。 
 中等教育では、教授言語はすべて英語とし、必修科目として英語とスワヒリ語を

定める。                           
上記でいう地域語は、話者人口の多い 5 つの民族語を指定したものである。しかし、

多民族が混じる地域では一民族語のみを勉強することに親が反対して地域語の科目が

取りやめになったり、小学校 1 年生から英語で授業を実施するのが困難な学校があっ

たり等、政策と現場の実態は乖離したものとなっていることが報告されている[10]。
スワヒリ語の教育も 2005 年に公用語に指定されるまでは、建前化していたと考えられ

る。 

 このような複雑な言語環境のなかで、より多くの人々にメッセージを伝えたい場合、

どのように対処しているのだろうか。ここである NGO（非営利団体）の活動を紹介し

たい。ストレート・トーク・ファウンデーション(以下 STF)というウガンダの NGO は、

青少年を対象に心と体の健康や性教育に関する啓発活動を実施している。その背景に

はウガンダの深刻な HIV・エイズ問題がある。1990 年代初期のピーク時には、成人(15

歳～49 歳)の HIV 感染率は 15%、首都カンパラの妊婦の HIV 感染率は 30%にまで及んで

いた[11]。しかし最新の統計では、成人 HIV 感染率は 6.7%にまで低減している[12]。
これは、感染予防の啓発活動が草の根レベルで精力的に実施されたことが一因といわ

れている。STF もそうした活動の一端を担ってきた。 

 STF は、小学校高学年（10～14 歳）と中学生以上(15～24 歳)という二つの年齢層に

分けて、毎月ニュースレターを発行している。その部数はあわせて 69 万部にのぼる。

学校や教会、NGO 等を通じて配布される他、全国紙に折り込まれて学校を終えた若者

にもリーチしようとしている。この英語のニュースレターに加え、現在 5 つの民族語

で年2回ニュースレターを発行している[13]。また、識字率66.8% [12]のウガンダでは、
非識字人口にもメッセージを届けるためにラジオ放送が有効な手段となる。毎週 30

分の番組を、現在、英語も含めて 14 言語で放送しており、近々2 言語を追加する予定

である。民族語での放送に対する視聴者からの反響は大きいとのことである。 

  しかし、ラジオ放送もニュースレターも、多くの言語を用いようとすればそれだけ
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かかえるスタッフ数も多くなり、制作コストも配信コストもかかることになる。より

多くの民族語で発信したいところだが、予算上厳しいというのが内部関係者の話であ

る。言語の選択については、話者人口の多い言語が優先されるのが一般的だが、STF

の活動資金の出資者であるドナーの意向が強く反映されるという。例えば、アメリカ

の援助機関がエイズ対策である地域を支援している場合、その援助機関はその地域の

民族語でラジオ番組を制作することを条件に STF に資金援助をするといった具合であ

る。外部資金に頼る NGO としては仕方がない、と内部関係者は語っていた。 

  ウガンダでは公用語である英語やスワヒリ語がまだ全ての人々に対するコミュニ

ケーション手段となっていない。このような多言語国家において、メディアにおける

民族語の利用拡大は、情報そのものへのアクセス拡大を意味する。STF が行っている

ような多言語による発信活動は今後も活発に実施されることが期待されるが、STF の

内部事情は、アフリカ支援強化を掲げる日本にとっても考えさせられる課題を示して

いるのではないだろうか。 

5. 多言語社会でのコミュニケーションにポリグロットは必要か？ 

前章まで現状をあげて情報流通の視点から教育やドキュメントにおける多言語と

いうことをとりあげたが、多言語社会でのコミュニケーションとして２つのキーワー

ドがあげられる。 
 
 インターネット 
 より実用的な会話集 
 
インターネットの爆発的な普及により、国際化が進み豊かな情報を得ることができ

るようになったとはいえ、英語のコンテンツからの情報が主流であることは否めない。

日本国内で本屋に寄っても外国語書籍のコーナーには語学学習書は別にして小説や雑

誌などは圧倒的に英語の本が支配している。言語の支配が文化の支配にも通じてしま

うと警鐘を鳴らす学者もいる。しかし、一方でインターネットが広がったからこそ、

元来その地域へ行かなければ体験できなかった地域言語を知ることができたりビデオ

などで実際に聞いたりできるようになった。言語教育にとってもネットでテレビやビ

デオなどを聴けて、外国に行かなくても言語をマスターすることもできる。 
また、現在ハンディに使える辞書がとても手薄である。たとえば日本語のような非

アルファベット圏では読み方をローマ字で必ず示した辞書がないとアルファベット圏

の話者はお手上げである。しかも単語を羅列しているものではなく、実際に使えるフ

レーズ単位での辞書が望ましい。旅行用の会話帳で市販されているものがあるが日常

的に使えるもので、場面に応じた多くのフレーズを載せている辞書は一部あるが数は

少ない。多くの会話集は場面によって分けてあってもフレーズが少ない印象を受ける。 
ポリグロットは特別な資格を持った人間ではなく、上記にあげた２つの道具を効果

的に使いこなせれば誰にでも可能ではないだろうか。しかしこれはコミュニケーショ

ンが成立するレベルでのことであり、言語のレベルを考慮する必要がある。Gobardが
分けた４つの言語タイプ、ヴァナキュラー（土着）言語、ヴィーキュラー（媒介）言

語、レファレンス言語、神話的言語[5]のうち、地域間の共通語で交流、商業、コミュ
ニケーションの役割を持つヴィーキュラー言語での運用を多言語コミュニケーション

の目標にするのがよいと考えられる。 

6. むすび 

本報告では、フランス、マレーシア、ウガンダでの多言語社会の現状を報告した。

多言語でのコミュニケーションはさまざまな学問分野の視点があり、１つの分野で手

に負えるものではない。今後、現地でのさらなる調査やインタビュー、実際の道具と

しての教育ツール試作やコミュニケーション実験を通じて、よりよい多言語コミュニ

ケーションのあり方について研究を続けていきたい。 
 
 
 

Vol.2009-DD-71 No.3
2009/6/5



情報処理学会研究報告 
IPSJ SIG Technical Report 

 6 ⓒ2009 Information Processing Society of Japan
 

参考文献 

1)   原 聖 : フランスの地域言語, 多言語主義とは何か(三浦信孝編), p80-94, 藤原書店(1997). 
2)   Henriette Walter : On devrait apprendre le patois avant une langue étrangère !, Ça m’intéresse, p18, 
(2008.3) 
3)   M. ブレーヌ : EUの多言語主義政策, 多言語主義とは何か(三浦信孝編), p106-116, 藤原書店
(1997). 
4)   Bermard, Cassen :Un monde polyglotte pour échapper à la dictature de l’anglais, Le monde 
diplomatique, http://www.monde-diplomatique.fr/2005/02/CASSEN/11819 (2005.1). 
5)   Bermard, Cassen :フランスにとっての多言語主義, 多言語主義とは何か(三浦信孝編), 
p96-104, 藤原書店(1997). 
6)  外務省ホームページ : 各国・地域情勢アジア 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/malaysia/data.html (accessed in April 2009). 
7)   SIL International : Languages of Uganda, 
http://www.ethnologue.com/show_country.asp?name=UG (accessed in April 2009). 
8)   鹿嶋友紀: サブサハラ・アフリカの言語政策の取り組みと今後の課題―教授言語を中心とす
る政策課題―, 国際教育協力論集, 8-2, p97-109 (2005). 
9)   Republic of Uganda : Government White Paper on the Education Policy Review Commission 
Report. UPPC, Kampala (1992). 
10)   Majola, Kjersti : Language and Education in Uganda: an encounter with the National Indigenous 
Language Forum, Paper presented at the Languages and Education in Africa Conference, 2006 June. 
(2006). 
11)   AVERT : HIV and AIDS in Uganda, 
http://www.avert.org/aidsuganda.htm (accessed in April 2009). 
12)   UNDP Human Development Report: Fighting climate change- Human solidarity in a divided 
world 2007/2008, UNDP (2007). 
13)   STF: Straight Talk Foundation, Health and Development Communication 
http://www.straight-talk.or.ug/ (accessed in April 2009). 
 

Vol.2009-DD-71 No.3
2009/6/5


